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要約

本稿は、平時における聴覚障害者の情報アクセスの実状を概観し、東日本大震災で被

災した聴覚障害者が発災直後から復旧期までの時期に直面した問題状況を情報アクセス

の観点から検討するとともに、今後、災害時における聴覚障害者の情報アクセスで求められ

る方策と課題を検討した。その結果、東日本大震災で直面した問題状況は、自然災害によ

る直接的な被害だけでなく、平時の情報アクセスに関する制度と体制の不備にも起因して

いることが示唆された。今後の防災・減災対策として、聴覚障害者自身が災害時の情報ア

クセスへの行動や手段を拡げること、情報提供者となる家族や地域の人々とのつながりを作

ること、通信インフラの耐災害性の強化と ICTアクセシビリティの向上・改良などが挙げられ

た。

1 .はじめに

2011年3月 11日に発生した東日本大震災は、 2013年3月 11日現在で約 15，000名

近い死者、約 2.600名近い行方不明者を数える戦後未曾有の自然災害となった。ライフラ

イン(情報通信、電気、水道、ガス、交通等)の大規模かっ中・長期にわたる被害は、住

民の健康や生活を大きく脅かした。

特に筆者を含む聴覚障害者においては、聴覚障害により音声情報を自力でアクセスする

ことが困難であり、平時に聴覚障害者が情報にアクセスできるように様々な制度や体制があ

る。一方で、今回の大震災で被災した聴覚障害者(以下「被災聴覚障害者J) は情報アク

セスの面で幾多の障壁に直面し、発災直後の避難から復旧期に至るまで対人関係、健康

や生活等の面で二次的障害が多く発生した。この背景には、おそらく災害発生時に必要と

される情報の交信は総じて音声でなされる傾向にあることと、平時における情報アクセスに関

する制度や体制が充分ではなかったことが推測される。前者の災害時の情報は、例えば、

「避難指示及び根拠となる情報・避難勧告等の発令情報、ライアラインの被災・復旧情報、

生活物資情報等の生活関連情報、住民の安否確認に必要となる情報など(IT防災ライフ

ライン推進協議会， 2012)Jと多岐にわたる。

そこで、平時における聴覚障害者の情報アクセスに関する制度や体制は、東日本大震
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災においてどのように有効であり、どのような問題状況が生じたのかが問題となろう。東日本

大震災で被災聴覚障害者が直面した問題や救援活動の実践を報告した論文を概観する

と、過去2年間で3件のみで、あった(磯田・白津・三好・蓮池・河野・中島・石野・萩原・大

橋・関口， 2011;川内， 2011;森本， 2011)。磯田ら (2011) は、復旧期に、宮城県内の

被災大学における授業の情報保障が東日本大震災で実施困難となることを踏まえて遠隔

情報保障支援を実践報告している。川内 (2011)は、青森県を中心に震災直後における

被災聴覚障害者の情報授受の問題について調査し、ラジオの活用や「やさしい日本語」の

導入を提案している。森本 (2011) は、復旧期における福島県内の避難所でのコミュニケ

ーション支援活動、被災聴覚障害者の声を聴く活動及び聴覚特別支援学校における防災

教育の調査を報告している O しかしながら発災直後、救急救命期、復旧期の3つの時期に

わたって、個々の聴覚障害者が情報アクセスの面でどのような問題に直面し、どのような救

援活動がなされたのかについては詳しく把握されていない。また、今後、首都直下地震や南

海トラフ巨大地震が発生する可能性が予測されるため、聴覚障害者が防災・減災対策のた

めにどのような方策をとるのかを早急に検討していく必要もある。

そこで本稿では、平時における聴覚障害者の情報アクセスの実状を概観した上で、東日

本大震災における筆者の被災経験や救援活動及び聴覚障害者支援に関する文献資料を

もとに、情報アクセスの視点から被災聴覚障害者が直面した問題状況を検討し、今後の防

災・減災対策で求められる方策や課題を考察する。

E 平時における聴覚障害者の情報アクセスのニーズと支援

まず聴覚障害者の状態像及び平時における情報アクセスのニーズ、公的な福祉サービス

の現状について概観しておく。

先天性の聴覚障害者に加え、高齢で聴力が低下した者や音声で話すのにやや不便を

感じる者も含めると、聴覚障害者は約 600万人に及ぶ(伊藤・中川 2005)。障害発見後

の生育及び教育の環境によって、日本手話を第一言語として獲得してから日本語を学習

する場合と、残った聴力を活用して日本語を獲得する場合とに大きく分けられる。一般に前

者を「ろう者」、後者を「難聴者」と言われている。

聴覚障害者が用いるコミュニケーション手段には多様性がある。例えば、ろう者が用いる

手話と難聴者が用いる手話は異なる O ろう者が用いる日本手話は、手指動作だけでなく非

手指動作も重要な文法要素として用いる言語であり、日本語とは異なる言語体系である

(赤堀・岡， 2011;木村， 2011)。日本語で会話する場合は主に筆談を用いる。一方、難聴

者は、音声日本語で会話し、筆談・読話も補助的に用いるため、日本語の文法や語 )1震に

対応して手指動作を並べて表す方法として手指日本語(日本語対応手話)を用いる。このこ

とから、情報アクセスにおけるニーズも多岐にわたる。情報アクセスの方法には、日本手話ま

たは手指日本語による手話通訳、手書き・パソコン・音声認識による文字通訳、 FM補聴シ
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ステムを活用した聴覚補償などがある。他にテレビ放送で手話や字幕をつける、公共機関な

どでは電光板で文字を表示するとしづ方法がある。電話回線を介したコミュニケーションでは、

FAX、携帯や PCのメール、チャット、テレビ電話、電話音量増幅器などがある。

一方、情報アクセスに関わる公的な福祉サービスの制度や体制は、そうしたニーズの多様

性に常時対応で、きる水準にまで至っていない。

例えば、身体障害者福祉法では、両側の難聴が 70dB以上であれば障害者として認定

される。現在、認定されている聴覚障害者は約 36万人であり、 10"-'40万円と高価な補聴

器の交付を受けられる。一方、両側の難聴が 70dB未満で福祉法の認定対象外となる約

560万人の聴覚障害者は、補聴器を全額自己負担で購入せざるをえない。欧米をはじめ

とする先進国の中では最も厳しい基準である。

また、世界各国に、手話を使用する人の権利を法的に保障する動きが広まりつつある。

近年の例で、 2009年にいわゆる「手話言語法Jを制定したハンガリーは、「ハンガリ一手話J

を「独自の体系を持った自然言語」とし、「手指ハンガリ一手話J、「触手話J、「掌指文字(盲

ろう者のために手のひらに文字を書く)Jなどの 11項目を「特別なコミュニケーションシステムJ

と定義し、手話による情報アクセス等の権利を保障している(財団法人全日本ろうあ連盟，

2012a)。 国内では、最近、聴覚障害当事者組織が「手話言語法Jの制定を求める活動を

始めたが、現時点で国内法整備の動きは見られない。

さらに、手話通訳や要約筆記を派遣する福祉制度はあるが、手話通訳等は、音声言語

通訳のような専門職ではなく、福祉従事者として位置付けられている。通訳業務だけで経済

的に自立することは不可能であり、身分保障が長年の課題となっているD 他に、手話通訳

者や要約筆記者の人数の不足、利用者一人あたりの派遣件数の制限、個人が受講する

各種市民講座や会社内の研修・会議などは派遣適用外となること、居住地以外の地域へ

の広域派遣が認められない地域があること、司法・医療・高等教育など専門的な通訳や夜

間の通訳に対応可能な体制が皆無などの問題がある oまた、音声電話のネットワークを聴

覚障害者が利用するために ICTを活用して通訳する電話リレーサービスがある。米国・カナ

ダ・EU諸国等では普及しており、日本でも 1990年代から実施されているが、行政からの財

政的支援の不足で数年でサービス停止に追いこまれることが多く普及していない(財団法

人全日本ろうあ連盟， 2011b)。

放送関係では、総務省 (2012b) によれば、テレビ放送における字幕付与について総放

送時間に占める字幕放送時間の割合は、 2011年度では、デジタル放送で NHK総合

61.0% (前年度比+4.8%)、NHK教育 45.56% (前年度比十 2.9%)、在京キー5局

46.1 % (前年度比+2.2%)、他の各キー局や各ローカル局では平均 30"-'40%台であるとの

ことである。特に、地方のローカル局の番組の字幕付与率が向上されにくい背景には、字幕

放送設備の整備、字幕番組に関わる制作費用の負担の大きさ、字幕制作要員の確保、字

幕製作の外注先となる製作会社が少ないなどに起因している(総務省， 2012a)。また、手
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話通訳の付与は全国的に皆無に近い傾向にある(総務省， 2012a)。

以上から、平時における情報アクセスに関する制度や体制の整備が充分ではないといえ

る。災害時では、自然災害の直接的な被害だけでなく、公的な福祉サービス等の整備不足

からくる二次的障害としての人的被害も重なって、聴覚障害者に甚大な被害が降りかかるこ

とは容易に想定できる O それでは東日本大震災で、被災聴覚障害者には情報アクセスの面

でどのような被害が降りかかったのだろうか。以下、 (1)発災直後、 (2)救急救命期、 (3)復旧

期の 3つに分けて宮城県を中心に問題状況を整理する。

III.東日本大震災で被災聴覚障害者が直面した情報アクセスの問題状況

1 .発災直後

東日本大震災では、発災直後、大規模な停電でテレビ、 FAXや携帯端末などの通信イ

ンフラが遮断された。また、平時は聴覚障害者用に cs障害者放送デジタル受信機&文字
放送デコーダーで手話や文字による放送が行われていたが、前述の通信インフラの遮断に

加えて地震や津波による機器の損傷・流失で利用できなかった。そのため、聴覚障害者の

中には、以下の事例に示されるように、家族や地域の人々から避難情報を提供されて救わ

れる者、情報が知らされないまま後になって津波の発生や自分の置かれている事態を初め

て知る者、大津波警報や避難情報を把握できず命を失う者がいた。

事例 1 家族や地域の人々から避難情報を提供されて救われる

①「住民の死亡・行方不明が 700人以上に及んだ宮城県名取市関上(ゅりあげ)地区。聴覚

障害者の渡辺征二さん (70)は地震発生時、やはり耳の聞こえない妻勝子さん (66)と自宅

にいた。征二さんの兄敏正さん (74)が血相を変えて車で駆けつけてきたのは 50分後 o ~早く

乗れ!j。敏正さんは津波が来ると手ぶりで伝え、夫婦を車に押し込んだ。川沿いの土手を飛ば

す車の数メートル後ろに黒い波が迫り、土手下の車と人をのみ込んだ。 ~30 秒遅ければ、私たち

も命がなかった』と敏正さんは振り返る。征二さん夫婦は普段テレビもあまり見なかった。消防団

や地区の役員らが避難を呼びかけたようだが、聞こえない2人には伝わらず、『津波は全くわから

なかったj(征二さん)という(毎日新聞， 2011)0 J 

②筆者は、宮城教育大学3号館3階の会議室でろう者と打ち合わせをしており、地震発生時は

3 階廊下で学生等と一箇所に集まって固まり、揺れがおさまるのを待った。廊下が斜めに傾くほ

ど激しい揺れで建物が崩壊するかもしれないと経験したことのない恐怖に襲われ、死を覚悟し

た。 3 号館の玄関前に避難すると、同大学しょうがし1学生支援室の職員がいた。職員が筆者に

同伴して周囲の会話状況やラジオの音声情報を手話通訳したため、筆者は安心して避難する

など行動の見通しを持つことができた口

事例2 情報が知らされないまま後になって津波の発生を初めて知る

「聴覚障害を持つ大内正和さんは8)=日立市折笠町=は、 3月 11日の震災当時、同市日高
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町の会社で勤務中だった。津波の発生を受け、市内に 92基ある防災行政無線から高台への

避難を呼び掛ける放送が流れたが、大内さんの耳には全く届かなかった。津波があったことを知

らない大内さんは、午後 5時ごろ、海岸から約 500メートル離れた自宅へ戻ろうと、会社から車

で出た。自宅に着いて驚いた。 4 軒先の海に一番近い住宅が津波でつぶれていた。自宅は床

上浸水で済んだが、周りのブロック塀は、高さ 5メートルの辺りまで水をかぶった跡があった。『そ

の時初めて、怖いと思った』。大内さんは振り返る(毎日新聞， 2011)0 J 

事例3 情報が知らされないまま後になって自分の置かれている事態を初めて知る

[" JDFみやぎ支援センターからの報告で、「震災から 10日後に町役場の福祉課を訪れ『何があ

ったのですか?Jlと尋ねた聴覚障害者がいた(季刊みみ編集部，2012)0J 

NHKの調査 (NHK福祉ネットワーク， 2011)では、沿岸部における聴覚障害者の死亡

率が住民全体の死亡率の 2倍以上としづ結果であることを報告している。宮城県では、平

成 23年度身体障害者手帳所持者数(平成 24年3月 31日現在)のうち聴覚障害者は

6，086名である。そのうち聴覚障害者の死亡率が高かった沿岸部の市町村は、女川町で住

民全体の死亡率 7.01%(705名/11，051名)に対して聴覚障害者の死亡率は 22.50% (死

者 9名/人口 40名)、南三陸町で住民全体の死亡率 3.82% (665名/17，431名)に対し

て聴覚障害者の死亡率は 9.46% (7 名 /74 名)、石巻市で住民全体の死亡率

7.01%(3，151名/160，704名)に対して聴覚障害者の死亡率は 6.93% (32名/462名)

であった (NHK福祉ネットワーク， 2011)。住民全体を上回る死亡率の高さは、津波情報

や避難指示等の音声情報が本人に届いていなかったことに起因する可能性が高い。

以上から、発災直後の時期における課題は、地震により大規模な通信インフラの遮断や

通信機器の損傷がなされても、情報にアクセスできる経路を複数確保しておくことになる。

第一に、情報提供者の確保である。家族だけでなく、近所、職場や地域の人々とのつな

がりを作り、緊急時の対応を検討しておくことである。発災直後の直接的コミュニケーション・

ツールとして、コミュニケーションボード、筆記ボード、携帯端末はもちろん、暗闇でのコミュニ

ケーションや避難行動を保障するためにソーラーランタンや携帯端末の充電も可能なクラン

クチャージ懐中電灯の確保も必要である。

第二に、緊急伝達システムやツールの普及・開発である。防災無線「文字付戸別受信機J

の設置や防災情報エリアメーノレ制度のように行政緊急通知システムの利用を推進する。ま

た、発災直後であっても確実にアクセスできる通信インフラの整備や、防水や代替電力によ

る充電等の機能を装備し、かつ誰でも利用可能な ICTツールの開発も求められる。

第三に、伝達される情報の形態についても、聴覚障害児や未就学の聴覚障害高齢者の

ニーズを考慮して、「わかりやすい日本語」の導入(川内， 2011; 高嶋・松崎・岡， 2012)、

シンボ、ル・絵の導入や地域及び世代別の手話の使用(全国手話通訳問題研究会研究誌

部， 2011;高嶋・松崎・岡， 2012)などを考える必要がある。
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2.救急救命期

救急救命期では、聴覚障害者の被災状況や情報アクセスを含めた支援ニーズを把握す

るために、安否確認と救急救命活動の実施が重要となる。

聴覚障害者及び手話通訳等の関係者の安否確認は、当事者団体が中心となって行っ

た。宮城県の当事者団体は、社団法人宮城県ろうあ協会と特定非営利活動法人みやぎ・

せんだい中途失聴難聴者協会の2つである。社団法人宮城県ろうあ協会の会員人数は、

約 270名(平成 24年度現在)、特定非営利活動法人みやぎ・せんだい中途失聴難聴者

協会は約 80名(平成 24年度現在)である。この両団体の会員総数は、県内で障害者手

帳を所持する 6，086名の聴覚障害者の 20分の1を占める。両団体は、県内の聴覚障害者

の安否確認及び救援活動を行うため、宮城県に身体障害者手帳所持者リストの開示を求

めたが、個人情報保護法を理由に拒否された。読売新聞 (2011) によれば、災害時要援

護者の情報提供でも障害者団体から開示要請を受けた3県と8市町村のうち、岩手県と南

相馬市以外はこれに応じなかったとのことである。

そのため当事者団体は、聴覚障害関係団体の会員名簿を頼りに、安否や避難状況の

確認を行わざるをえなかった。そこで、 2011年 3月 12 日に前述の宮城県ろうあ協会内に

「東日本大震災聴覚障害者救援宮城本部」が設置され、以下のような方法がとられた。第

一に、通信インフラの復旧状況にあわせて、聴覚障害団体の名簿を共有し、携帯電話メー

ル、 FAXによる安否確認を行った。第二に、聴覚障害者の所在や避難状況を確認するた

め避難所を巡回した。避難所は最多時で県内に 1，000か所以上あった。避難所内に連絡

事項を記入した用紙を掲示するとともに、ラジオ放送による聴覚障害者の所在確認や情

報・コミュニケーション支援のお願いを呼びかけた。また、避難所内を巡回する際に、聴覚障

害関係者であることがわかるように腕章、ゼ、ッケン等を使用した。しかし一方で様々な障壁が

生じた。第一に、被災地では停電が 2~3 日、地域によっては 1 カ月以上続いたため、携帯

電話メーノレを活用して安否確認を行ったものの、固定電話や携帯電話などの通信インフラ

はほとんど活用できなかった。このように電話回線のネットワークを活用した安否情報の把握

が制限されたため、現地に行って直接情報収集や情報伝達を行った。第二に、上記の宮

城本部が宮城県仙台市宮城野区幸町に設置されているために、車両やガソリン等の緊急

確保、手話等で会話できる本部員や通訳者の安定的確保、沿岸部まで往復 6時間以上

を要するなど安否確認作業に幾多の負担が伴った。そのような作業を経て、最終的に聴覚

障害団体名簿の範囲内で 979名の安否が確認され、 14名が死亡していることが明らかに

なった(宮津， 2011;財団法人全日本ろうあ連盟， 2011a)。

筆者は、東北地方の聴覚障害学生の安否確認と支援ニーズの調査を行った(松崎，

2012b)。東北地方の高等教育機関の聴覚障害学生支援体制構築を支援する組織「みや

ぎD8CJの代表、聴覚障害学生団体「宮城県聴覚障害学生の会」の顧問を務めており、東

北地方の聴覚障害学生の連絡先を把握していた。 3月 11日当日、 iPhoneの8M8やメー
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ルで、東北地方の聴覚障害学生の安否確認を試みたが、電話回線のパンクで、アクセスで、きな

かった。しかしパケット通信が有効に機能し、 Twitterなどの ICTツールが利用可能で、あっ

たため、メッセージ機能とタイムライン機能の両方を用いて本人や知人に安否確認や情報

提供の協力を依頼した。また、 PEPNet-Japan(日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワ

ーク)、全日本ろう学生懇談会との連携で安否情報の収集・共有化を進めた。その結果、 3

月 15日に、東北地方の聴覚障害学生全員 17名が無事であることが確認された。聴覚障

害学生の安否が確認された大学は、東北学院大学、仙台大学、宮城教育大学、東北工

業大学、東北福祉大学、東北生活文化大学、秋田県立大学、岩手県立大学の8校であ

る。全員の大部分は、春期休暇で沿岸部地域以外にある実家に帰省しており、家屋の被

害も皆無で、あった。各大学で聴覚障害学生を支援している学生(以下「支援学生J)やコ

ーディネーターの安否については、コーデ、イネーターは 10名全員無事で、あったが、支援学

生は1名が津波で死亡し、家族を亡くした支援学生も数名いた。家屋については、全壊して

仮設住宅から通学している支援学生が数名、半壊の被害を受けた支援学生が約 10名い

ることがわかった。また、支援学生の実家が全壊・半壊という事例も多数あった。

以上から、安否確認及び救急救命活動における課題として、次のことが挙げられる。

第一に、発災直後から情報アクセスを早期に保障するために、役所や関係機関との連携

を強化し、災害時要援護者名簿及び障害者手帳所持者名簿の情報共有や相互利用を

図る必要がある。ただし、日本弁護士連合会 (2012)が作成した「災害時における要援護

者の個人情報提供・共有に関するガイドライン」では、「障がい者については、障害者基本

法2条 1項の「障害者」のうち、各種障害者手帳を所持する者、自立支援サービスを利用し

ている者、自立支援医療を利用している者、難病指定を受けている者及び特別支援学級

に在籍している者等、行政において要援護者として把握する者を『災害時要援護者』とす

べきである。」とされており、障害者手帳所持対象外である軽度・中等度難聴者は含まれな

い。東日本大震災では、軽度・中等度難聴者からも補聴器の使用希望があり、情報アクセ

スの困難に直面していた(一般社団法人日本補聴器販売店協会・NPO法人日本補聴器

技能者協会， 2012)。軽度・中等度難聴者の人口が約 560万人と高度・重度難聴者の人

口を大きく上回ることを鑑みれば、障害者及び災害時要援護者の基準を早急に見直す必

要があるといえる。

第二に、通信インフラが復旧するまでの聞に、聴覚障害者の安否情報や避難状況を迅

速かつ確実に把握する方策をどうするかということである。東日本大震災の教訓をもとに、全

日本ろうあ連盟 (2012b)が作成した「聴覚障害者災害時初動・安否確認マニュアノレjで

は、災害対策本部が被災者の安否を確認する手段として「①方法口メーリングリスト口戸

別のFAX 口パソコンメール・携帯メール口電話」が記載されている。しかしこれらの手段は、

今回の大規模災害で沿岸部地域では通信インフラが復旧するまでは全く活用で、きなかった。

聴覚障害団体等を中心とした災害対策本部による戸別訪問や避難所巡回等での安否確
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認体制を拡充させるとともに、前述したように災害時における通信インフラの耐災害性の強

化が求められる。

第三に、被災聴覚障害者の視点から、災害時における自身の安否や所在を発信する複

数の発信手段を身につけておくことの必要性や具体的方策について早急に検討を要する。

平時においても聴覚障害者が自らの障害、問題状況や支援ニーズを発信することをJ障るこ

とが少なくない。災害時においては発信しなければ自身の生命、健康や生活に悪影響を及

ぼすことは必至である。「支援される立場」だけでなく「支援を求める立場」として能動的に発

信する姿勢と行動を平時からいかに身につけるかについて、個々の聴、覚障害者や家族が主

体的に検討することを促す必要があろう。

3 復旧期

復旧期は、通信インフラが一部復旧し、避難所あるいは損傷が小さかった家屋での生活

が始まる。

(1 )避難所等における情報アクセスの問題

避難所等での生活情報及び支援情報にアクセスすることが困難であった。以下に示す事

例のように、食糧、灯油や生活用品等の支援物資の提供が音声アナウンスで行われたため

に確保できなかったことや、情報提供者となる家族や地域の人々との関係をうまく築けず情

報アクセスに難航した。

事例3 食糧、灯油や生活用品等の支援物資の提供が確保できない

iW代わりに電話をかけてくれませんか』。石巻市の避難所に入った障害者2級の末永一男さん

(71) は補聴器を津波で流されていたため、遠方の息子に居場所を伝えることができないでい

た。同じ避難所の人に頼むにも、発話は普通にできるため、障害があるとなかなか理解されなか

った。避難所での情報は口頭や放送で伝えられることが多く、聴覚障害者は周囲を見ながら行

動するため出遅れてしまう。別の避難所にいた女性は衣服の配給の列に並ぶのが遅れ、手に

入らなかったこともあった。厚生労働省は大震災の当日、阪神大震災の経験も踏まえ、避難所

などでの視聴覚障害者に対する情報支援に配慮するよう都道府県に通知した。しかし、岩沼市

社会福祉課の男性職員は「余裕がなし'1Jと打ち明ける。自治体が震災対応に忙殺される中、障

害者への目配りが不十分となっているケースは多いとみられる(共同通信社，2011)0J 

事例4 生活情報や支援情報を獲得する手段が非常に限られている

①「携帯メーノレやファクスも不通となり、安否情報や水の入手方法すら把握できない日々が4日

ほど続いた。ほかの避難者らに筆談で思いを伝えるにも限界があり、手話通訳が派遣されるまで

の3週間は途方に暮れ、孤立感にも襲われた(カナロコ， 2011)0 J 

②「今回の大震災では、情報の足りなさを実感しました。消防車が来ても何がなんだか分からな

いままでした。避難所では、市からの説明は音声で、私達は耳が聞こえないので分かりません。
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地域の方に簡単なメモ程度の筆談で教えてもらい、だいたいわかる程度です。また手話通訳は

時々会えますが、常駐ではありませんでした(社団法人宮城県ろうあ協会， 2011)0 J 

事例5 避難所や仮設住宅で家族との意思疎通が難しく、ストレスが蓄積する

118 日から仙台市内の息子の嫁の実家で暮らしたが、ここでも食糧が不足している上に、コミュ

ニケーションがスムーズに取れなかったため、双方の間でストレスがたまっていた。 4月上旬に臨

時の場所に身を置き、 5月 26日に仮設住宅に移った(季刊みみ編集部， 2012)0 J 

以上の事例のように、いつ食事の提供や避難の指示・連絡が出てくるかわからないため、

常に周囲の動きに注意していなければならなかった。停電した避難所では何が起きているの

か視認できず極度の不安や緊張に襲われていたという事例もあった。

また、情報を獲得するICTツールや通訳者を利用できない状況において、聴覚障害者に

とっての情報提供者は家族、親戚や知人と一点集中にならざるをえなくなる。しかしながら家

族、親戚や知人も疲弊していたため、聴覚障害者は彼らに情報を求めることをためらい、情

報や指示が与えられるまで待つしかなかった。筆者が支援した事例で、避難所で聴児が聴

覚障害のある両親に周囲の状況を通訳しないといけないという責任から睡眠をとれずに情

緒不安定になることがあった。 I~ 聞こえる家族等がいることで、行政を含めて周囲には“因っ

ていない"と思われていた.]~日頃、必要に応じた“付き合い"はあってそれなりにうまくいって

いたが、震災を機に同居することになり、日常的なコミュニケーションが要請されるようになっ

て、一日中一緒にいることでのストレスを訴える家族があった』とのJ報告もあり、聴覚障害者

と周囲との人との関係が悪化する事態が生じた(近藤， 2011)。

こうして聴覚障害者は、家族や周囲に頼り、迷惑をかけていると感じて無力感や孤独感

に襲われ、ストレスが蓄積した。被災者のために生活や心のケア等に関する相談窓口が設

置されたが、この連絡手段は全て電話のみに一本化されており、後述するように手話通訳

者・要約筆記者も被災して活動できない状態であったため、ストレスを解消する手段も非常

に限られていた。

そこで、宮津 (2011) は、「ろう者にとって手話は心の支えである。避難所生活で手話で

話せない状況が続くことにより健常者以上のストレスを感じている。しかし、手話通訳者がつ

きっきりで相手をするわけにもし、かない。そこで、被災家屋の片付けや救援物資の配達など

は、ろう者や手話のできるボランティアに活躍してもらった。」と報告している。以上から、災害

時においては情報にアクセスするだけでなく、人とつながることで心身の回復や安定につな

がるように、聴覚障害者と家族、地域コミュニティやろう・難聴のコミュニティとの関係を維持・

促進する取り組みが平時から求められる。

また、筆者は、聴覚障害者救援活動を通して、被災者同士が離れ離れになっても手話

等を使って話すコミュニケーションや自分で支援情報や生活情報にアクセスすることができる

方法が必要であると考えた。そこで、 Twitterで特定非営利活動法人みやぎ・せんだい中

途失聴難聴者協会副理事長の立場で、ソフトパンク株式会社社長の孫正義氏に iPhone

司
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や iPadの無償貸出を直接要請した (Softbank，2011)0 iPhone50台と iPad10台の無

償貸出が認められ、株式会社プラスヴォイスからの申し出で協力体制を組み、 SNS(ソーシ

ヤルネットワークサービス)アプリやテレビ電話アプリを活用して遠隔通訳・コミュニケーション

や救援活動を実施した。聴覚障害者が利用しやすいように利用マニュアル作成と導入支援

窓口の設置を行った。その結果、被災聴覚障害者が情報を獲得する行動が拡がったり、救

援活動でも上記のアプリに加えて地図アプリに被災者宅を登録して情報を共有したりテレビ

電話アプリで3人以上が会議を実施したりし、災害時における多機能携帯端末の有効性が

確認された。一方で、多機能携帯端末に慣れていない一部の聴覚障害者から敬遠され、か

っ震災で緊迫した状況で初めて見る多機能携帯端末を受け入れ、利用方法を習得しても

らうことは容易ではなかった。また、 SNS は文字を使用して交友関係を中心に構築されるた

め、書記日本語が苦手な聴覚障害者は活用しにくかった。したがって、今後は、多機能携

帯端末を一方的に提供するのではなく、利用者の視点に立って、平時からの多機能携帯

端末の導入支援や、 SNSで文字以外に画像・動画等で安否や被災状況を伝達し合うよう

な活用事例の提供等を行う取り組みが重要になる。

(2)被災地における情報保障者の確保に関する問題

現地では、以下の事例のように、手話通訳者や要約筆記者も被災して通訳活動に回れ

ず、聴覚障害者が情報保障者を確保することが極めて困難となった。

事例7 聴覚障害者を支援する通訳者も被災して通訳活動が困難となる

「岩手、宮城、福島県によると、身体障害者手帳を持つ聴覚障害者は 3県で計約 1万 9000

人。全日本ろうあ連盟などによると、宮城県内には3日現在少なくとも 19避難所に 31人の聴覚

障害者が避難生活を送っているが、同県内の約 60人の手話通訳士も被災した人が多く、活

動できるのはわずか 5人ほどという(読売新聞，2011)0J 

地震発生後約 20日経った 2011年3月 30日付で、厚生労働省が災害救助法に基づ

き、被災地を除く各都道府県および指定都市、中核市に対し「視聴覚障害者等への避難

所における情報・コミュニケーション支援に関する手話通訳者等の派遣について」の通達文

書を出し、宮城県には延べ 82名の手話通訳者が派遣された(季刊みみ編集部， 2011a)。

宮津 (2011) は、「津波被害の大きかった沿岸部では、被災の諸手続きや連絡、家屋

修理や受診等における手話通訳ニーズが増えることが予想された。しかし、沿岸部 13市町

のうち手話通訳者が常駐しているのは5か所だけだ、った。また、公共交通機関が機能を停

止し、ガソリンの供給もままならず、従来利用されていた手話通訳派遣事業でまかなえる状

況ではなかった。そこで、ろう者の数が多い沿岸の5市町に県外から手話通訳の派遣を要

請した。派遣された手話通訳者には積極的にろう者宅を訪問し、状況確認と被災後の手続

きの説明など情報提供をしてもらった。それにより、浸水したアパートに残っていた 80代の独

居老人を発見することもできたし、役所の窓口への来庁者も増加した。庁舎内外あわせて、

わずか1か月の聞に昨年度一年間の通訳派遣事業利用件数を大幅に上回る利用となっ
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た。 Jと報告している O 上記5市町における昨年度派遣件数(コミュニケーション支援事業・

手話通訳派遣事業による利用件数、平成 22年3月~平成 23年2月の1年間)が 192件

で、あったのに対し、震災直後約 1か月間だけで 706件もあった(宮津 2011)。手話通訳の

内容は、「仮設住宅へのパトライトや FAXの設置についての交渉、廃車手続き、職業探し・

相談、葬儀、銀行手続き、病院や事故の対応等々 Jと多岐にわたったが、一方で派遣され

た通訳者の人数不足で対応できなかったり手話通訳者の身分が非正規職員である場合は

災害時の保障がなかったり派遣が認められなかった(季刊みみ編集部， 2011a) 0 このよう

に手話通訳者等の派遣体制を強化させるために手話通訳者等の身分保障や自治体の対

応等を含めて根本的な改善が求められる。また、被災地外から派遣された手話通訳者から

「標準的な手話というより亘理町の方々の持っている手話を学習する」必要性も指摘されて

おり(全国手話通訳問題研究会研究誌部， 2011)、地域及び世代別の手話表現に関する

資料の蓄積・活用も課題である。

要約筆記に関しては、難聴当事者団体の実態調査で「要約筆記の利用経験がないこと

や制度の周知不足等J(特定非営利活動法人みやぎ・せんだい中途失聴難聴者協会・特

定非営利活動法人全国要約筆記問題研究会宮城県支部， 2011)の問題が明らかになっ

た。そこで難聴者団体の災害対策宮城本部スタッフが要約筆記者と共に被災者宅を巡回

訪問したり役場に同行して窓口担当との顔合わせを行うことで、要約筆記者派遣事業の利

用推進と地域資源とのネットワーク形成を促した。

さらに、日本財団が、聴覚障害被災者支援における多機能携帯端末の有効性に着目し、

3月 11日から6か月後、遠隔情報・コミュニケーション支援事業を開始した。具体的には、東

日本大震災において津波などの被害が大きかった県(宮城、岩手、福島)の聴覚障害者

を対象に、カメラを搭載したiPhoneやiPadの多機能携帯端末を活用して、以下の遠隔情

報・コミュニケーション支援事業を実施した。被災地の公共施設での聴覚障害者の遠隔手

話・文字通訳支援、聴覚障害者のための代理電話支援、臨時災害 FM放送の文字通訳

支援である(日本財団 2011)。同事業を開始した 2011年9月 11日から1年後の 2012

年9月 10 日までの遠隔情報・コミュニケーション支援センターの利用実績を見ると、代理電

話支援は1年間のトータルで1.972件の利用があり、その利用種別(依頼方法種別)の内

訳は、 FAX:571件、メール:352件、文字チャット :23件、ビデオチャット/テレビ電話:

1，013件、対面 :13件で、あった。代理電話のかけ先としては、多い順に、庖舗・商業施設へ

の架電、メーカーのコーノレセンターなどへの機器類の取り扱い問合せ、ホテルへの予約・観

光協会への問合せ、医療機関への予約や問合せで、あった。また、窓口/遠隔(文字・手

話)通訳支援は岩手、宮城、福島の各県の市役所、市町村の役場の支援端末の利用と

当事者が所有する携帯端末からの遠隔通訳の利用による実施で、 1年間の利用実績は

169件で大部分が手話通訳での対応となっている。

この遠隔情報・コミュニケーション事業は、災害時における手話通訳の確保困難、公的派
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遣対象外による手話通訳の利用制限及び公共機関窓口に手話通訳者が設置されていな

い問題を解消するために有効である。また、発災直後からそうした取組が実施可能であるこ

とも重要である。こうした取組によって、情報アクセスの必要性が地域に広く認知されるととも

に、防災・復興の過程で聴覚障害者と地域とのつながりを形成できることが期待される。今

後は、災害時だけでなく平時でも遠隔通訳サービスが聴覚障害者一人ひとりの生活に浸透

するよう利用を促進させていくことが課題であろう。

(3)テレビの情報アクセスに関する問題

避難所にテレビやラジオが設置され、住民は行政や地域による被災状況や救援活動等

に関する情報を得るようになった。しかし、避難所にテレビが1台のみ設置されたために聴覚

障害者が周囲を気遣って字幕を表示してほしいと依頼しにくし¥ことや、手話や字幕が付与さ

れていない番組が多いために聴覚障害者だけが把握できないことが多く生じていた。

総務省 (2012a) によれば、東日本大震災における字幕の付与は、発災日から3月 18 

日までの1週間で、 NHKは 56時間 1分 (1日平均7時間)、民放各社(在京キー5局)

は最大 54時間 1分 (1日平均6時間 46分)と前例のない規模・時間での字幕放送を

行った。また、手話の付与は、 NHKにおいては、平日 1日2回の手話ニュースを3月 18 日

までの1週間は1日4回に増やして放送を行う等の手話放送を行ったとのことである。

また、地震発生2日後の 13日 15時 30分に首相官邸で行われた枝野幸男内閣官房長

官の記者会見全てに手話通訳がついたことを契機に首相官邸からの記者会見全てに手話

通訳がつくようになった。特定非営利活動法人 cs障害者放送統一機構が 1995年の阪
神大震災の教訓をふまえて開始したcs放送番組「目で聴くテレビjで地震発生後 30分以
内に緊急災害放送を配信し、以後3月 19日まで NHKにリアルタイムの手話と字幕をつけ

て災害放送を継続し、同時にインターネットによる配信も始めた(季刊みみ編集部， 2011b)。

ただし、首相官邸の緊急記者会見に配置された手話通訳は手指日本語で通訳されていた

ため、日本語に熟達していない日本手話話者はアクセスできなかった。そこで個人や民間

団体などが連携して、緊急記者会見やニュースの音声を日本手話に同時通訳した放送を

Web配信した(毎日新聞， 2012)。しかしながら以上の全国放送とは異なり、地域の支援情

報や生活情報が多く発信されるローカル番組では字幕・手話の付与率が低かった。被災聴

覚障害者がローカル番組の情報にアクセスするためには、ローカル局における字幕製作イン

フラの推進だけでなく、個人や民間団体等による手話通訳・文字通訳を Web配信する体

制で補うような方策も必要であると考えられる。

(4)補聴器や電池の紛失による情報アクセスの問題

震災で補聴器や電池を紛失して聴覚活用で情報にアクセスできなくなった難聴者のため

に、一般社団法人日本補聴器工業会、一般社団法人日本補聴器販売庖協会及び NPO

法人日本補聴器技能者協会が連携して代替え補聴器の手配・修理・電池の提供等の支

援を行った(一般社団法人日本補聴器販売店協会・NPO法人日本補聴器技能者協会，
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2012)。阪神大震災でも同様の取り組みがなされている。また、同報告書では、「今まで補聴

器の必要性を感じていなかった軽度難聴者の方も避難所生活で難聴を意識し補聴器の必

要性を強く感じていた様子Jと指摘された。 12.救急救命期における問題状況」で前述した

ように軽度・中等度難聴者も災害時要援護者の対象に含めるとともに、身体障害者福祉法

の適用外でもあっても補聴器の購入を補助する事業の実現が求められる。

(5)その他

教育機関における情報保障では、通訳者の安定的確保と継続派遣が常に求められる。

東日本大震災では、筆者は、前述したように聴覚障害学生全員無事で、あったものの、支援

学生の被災状況から情報保障者の量的確保が平時よりも困難になることを懸念し、

PEPN et-J apanに支援を要請した。 PEPNet-J apan事務局は、全国各地の連携大学・

機関とメーリングリストで検討し、筑波技術大学が開発したモバイル型遠隔情報保障支援シ

ステムを導入し、被災大学 4校に対して被災地以外の大学 11校が通訳支援、 2校が技術

的サポートを行うことになった。これは、聴覚障害学生支援では初めてとなる大学関連携の

事業である。支援は、平成 23年度前期・後期に実施した。また、支援開始の当初はICTツ

ールを扱えるかどうか不安の声が被災大学から出されたが、 PEPNet-J apanが被災大学や

支援大学を対象に説明会や技術研修会を行うことで解消された。この事業の概要と成果は、

東北地区大学支援プロジェクト報告書(日本聴覚障害学生高等教育支援ネットワーク，

2012)で詳しく報告されている。

IV.今後の課題

以上のように、東日本大震災で直面した聴覚障害者の問題状況について、情報アクセス

の視点から各時期別に整理した。その結果、自然災害による直接的被害に加えて、平時に

おける聴覚障害者の情報アクセスに関する制度や体制が充分でないことや、聴覚障害者が

情報にアクセスするために既存の資源やサービスを平時から有効活用できていなかったこと

も起因して様々な二次的障害が生じていることが示唆された。

各時期で生じた情報アクセスに関わる課題をまとめると、次の3点に集約されよう。第一に、

聴覚障害者が自身の所在や支援ニーズを発信する主体的な姿勢と複数の手段を身につ

けるとともに、情報提供者となる家族、近隣や地域の人々とのつながりを作る必要がある。第

二に、聴覚障害者個人や団体が手話通訳等の人的資源や補聴器・人工内耳等の物的

資源といった情報アクセスに関わる従来の資源やサービスを災害時に集約・活用できるシス

テムを強化する。第三に、以上の 2点を補充する通信インフラやICTアクセシビリティの整備

である。災害時及び緊急時の避難情報・安否確認・地域の生活支援情報等にアクセスした

り遠隔情報・コミュニケーション支援を利用するために、通信インフラの耐災害性を強化する

とともに、 ICTアクセシビリティを向上・改良する(松崎， 2012a)。こうした課題を解決するため

には、平時から周囲の人々とともに聴覚障害者も参加できる地域コミュニティを作ることを促
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進する方策と計画が求められる。また、平時から聴覚障害関係、の各種情報を集約・提供し、

聴覚障害者と地域とをつなぐ拠点として、身体障害者福祉法第 34条に基づく聴覚障害者

情報提供施設の設置と緊急時の体制のありかたを検討する必要もあろう。

筆者は、以上の課題をもとに、小さな取組ではあるが、聴覚障害者の防災・減災に関する

活動を試みた。以下、主な活動を二点報告し、今後の解決策の1っとして提案したい。

第一及び第二の課題を解決する取組として、聴覚障害者を対象にした防災教育の実践

と教材開発を行った。災害では聴覚障害者が情報にアクセスする際に想定外の多くの障壁

が立ちはだかるため、自分の生命、生活や健康を守るために自らどのように判断・行動する

必要があるかを学ぶ防災教育が必要となる。既存の災害時における聴覚障害者支援マニ

ュアルで、も、災害時における当事者の基本的対処を指示した内容はあるものの、想定外の

事態に対してどのように対処していくかに関しては触れられていない O 森本 (2011) は、全

国の聴覚特別支援学校(回収数 :72校， 71.3%)を対象にした防災教育に関する実態

調査を行った。防災教育の内容と方法については、多く行われている順に「地域の自然環

境や災害の学習 J1地震体験車体験J1まち歩きJ1スモークハウス体験」などといった知識獲

得・体験学習を重視する傾向があり、今後の課題として多い順に「防災教育の時聞が充分

に取れないJ1適切な教材がないJ1指導方法がよくわからなしリなどが挙げられた。災害は、

想定外の事態が起きる局面であり、「変化Jは必須である。我々は、防災訓練等によってい

わゆる「正解」を身につけるだけでなく、特定の現場(ローカリティ)において、「当面、成立

可能で受容可能な解 -1成解」一(矢守・渥美・近藤・宮本， 2011)Jを探っていくことも求め

られる。そこで筆者は、筆者も含む聴覚障害者の被災体験や救援活動の経験をもとに、宮

城教育大学しょうがい学生支援室で聴覚障害学生を対象にしたクロスロードを開発した。ク

ロスロードとは、「ゲーミングの手法を用いた防災・減災教育のツーノレの一種」である。ゲーム

参加者が、二者択ーの設問にYESまたは NOの判断を下すことを通して、防災を「他人事」

ではなく「我が事」として考え、同時に相互に意見を交わすことをねらいとしている(吉川・矢

守・杉浦， 2009)。災害編と日常生活編に分け、聴覚障害学生、支援学生、コーディネータ

ーと対象別に設問を作成している。設問内容は平時の情報保障、災害時における情報アク

セスとその支援等である。聴覚障害児や成人を対象に聴覚障害学生対象の設問内容を変

更したものも作成し、東京都立中央聾学校中学部・高等部 (2011年9月2日)、青森県立

八戸聾学校小学部・中学部 (2012年3月6日)、第 17回全困難聴者・中途失聴者福祉

大会 lnあおもり (2011年 12 月 10 日)、モバイル型遠隔情報保障システム報告会

(2012年2月 24日)、平成 24年度全難聴・全要研東北ブロック大会 (2012年9月 23日)

等で実施した。参加者からは、「意見を交わせば交わすほど想定しない事態が出てきて視

野が広がったJ1何が起きて何をするかを具体的にイメージしながら判断の適否を検討できる」

といった肯定的な評価が出されている。

第三の課題を解決する取組の1っとして、筆者が、国際連合専門家会議に参加し、聴覚
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障害者の立場から情報アクセスに関わる課題と ICTアクセシビリティで求められる方策を提

案したことである。聴覚障害者が情報にアクセスする手段は、 1995年の阪神・淡路大震災

では FAX、2004年の新潟県中越大震災では携帯メールを活用したメーリングリスト、 2011

年の東日本大震災では SNSといったように拡大している。聴覚障害者災害時初動・安否

確認マニュアル(全日本ろうあ連盟， 2012b)でも、携帯電話メール、スマートフォンでの緊

急情報活用の準備・訓練をしておく必要性が指摘されている。そのためには、本稿で繰り返

し指摘したように、災害時における通信インフラの耐災害性の強化が急務の課題であり、か

っ障害のある当事者も ICTアクセシビリティの向上・改良を目指して関与することが求められ

る。 2006年 12月に採択された国際連合の障害者の権利に関する条約では、第9条「アク

セシピリティ」に「締約国は、全ての当事者にインターネットも含めたアクセシビリティの提供を

行う為のあらゆる適切な措置を講じ、それを妨げる問題を撤廃する。 Jとある。 2008年の国

連総会で採択された決議 63/150及び 65/186で「政府が、障害者が生活のあらゆる面に

完全参加しながら自立して生きる権利、開発の担い手となり、その恩恵、を受ける者となる権

利を実現するためのアクセシピリティと合理的配慮を保障することJとされている。災害時にお

いてもインクルーシブな社会の維持や早期回復が可能となるようなアクセシビリティの実現が

重要であり、そのために障害のある当事者もキー・パーソンとして参画することに意義がある

(松崎， 2012a)。

筆者は、 2012年4月に東京で行われた国連本部経済社会局 (DESA)と国連広報セ

ンタ一、日本財団の共催の「情報通信技術のアクセシビリティの促進によるインクルーシブな

社会の構築と開発に関する専門家会議」での発表依頼を受けた。専門家会議の目的は、

ICTアクセシビリティを通して、緊急時や自然災害時を含む、障害者の社会へのインクルー

ジョン、社会参加を容易にするための政策や実践を促進することである。この会議を通して、

2013年の国連の障害と開発に関するハイレベル会議に提出する提言を作成することを目

指した。筆者は、同会議の特別セッションで聴覚障害者と東日本大震災について ICTアク

セシビリティの視点から発表するとともに、災害時における情報アクセスをテーマにした分科

会でも当事者の立場から発言した。その結果、筆者が提案した方策の大部分が提言に含

められた。例えば、危機回避と災害回避の計画には障害者団体の技術、知識や経験を取

り込むこと、災害時のあらゆる過程で情報コミュニケーション技術にアクセシブルな基準を定

義すること、悪天候でも使用可能なモバイル機器など低電力や代替電力を使った ICTを定

義し獲得すること、 ICTのアウトリーチ活動やトレーニングの開発と提供を約束すること等で

ある(公益財団法人日本障害者リハビリテーション協会情報センター， 2013)。今後も ICT

アクセシピリティの重要性を発信するために、 2013年 5月にジュネーブで行われる国際連合

国際防災戦略 (UNISDR)の防災グローバル・フ。ラットフォームでも発表する予定である。
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V おわりに

本稿では、東日本大震災の各時期における被災聴覚障害者の情報アクセスの実態と課

題について、宮城県を中心に筆者の被災体験や聴覚障害者支援に関する文献資料をもと

に検討した。前述の専門家会議に出席した米連邦緊急事態管理庁 (FEMA) のマルシ

ー・ロス氏は、「多層な層の多様な人々のニーズについて、それぞれ把握しておく必要がある。

我々は、障がい者向けの対策に関して“特別なニーズ"と呼ぶこともない。(障がい者を特別

扱いすると)二次的なニーズとして対処することになってしまうためだJと主張している(国際

開発ジャーナノレ編集部， 2012)。平時に機能していた通信インフラや行政サービスなどが大

規模災害で不全化したとしても誰もが情報にアクセスできるような社会を目指すには、そのよ

うな社会の「担い手Jでもある障害者の体験から積極的に学ぶことが重要であるといえる。

したがって今後とも、被災地における聴覚障害者、支援者及び行政関係者に面接調査

を実施して情報アクセスに関する事例収集と検証作業を進めるとともに、実際の事例に基づ

いた防災教育や災害時の各時期における支援体制の充実を図る必要があろう。
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